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第１章  総  則 

 

１ 趣 旨 

 この要綱は、電子計算による給与管理事務の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 用語の定義 

 この要綱において、次表左欄に掲げる用語については、当該右欄に定めるとおりとする。 

  給 与 管 理 者 出納総務課長、総合リハビリテーションセンターセンター長、企業局総務課長、下水道

局下水道管理課長及び教育局教育総務部教職員課長をいう。 

 

 人 事 管 理 者 総務部人事課長、企業局総務課長、下水道局下水道管理課長、教育局教育総務部総務課

長、教育局県立学校部県立学校人事課長、教育局市町村支援部小中学校人事課長及び各

教育事務所の所長をいう。 

 共済組合主管課長 総務部職員健康支援課長及び教育局教育総務部福利課長をいう。 

 システム管理者 企画財政部情報システム戦略課長をいう。 

 総務事務システム 

 管理者 

総務部総務事務センター所長をいう。 

 小中学校県費事務 

 システム管理者 

教育局教育総務部教職員課長をいう。 

 業 務 主 管 課 長 出納総務課長、教育局教育総務部教職員課長をいう。 

 財 政 主 管 課 長 企画財政部財政課長、企業局総務課長及び下水道局下水道管理課長をいう。 

 統計業務主管課長 総務部人事課長、農林部農業支援課長、人事委員会事務局総務給与課長、教育局教育総

務部財務課長、教育局教育総務部教職員課長、警務部警務課長をいう。 

 知 事 部 局 関 係 知事部局、議会事務局、選挙管理委員会、監査事務局、人事委員会事務局、労働委員会 

事務局、収用委員会事務局、企業局及び下水道局をいう。 

 教 育 局 関 係 教育局及び教育機関(県立学校を含む。)、市(さいたま市を除く。)町村立の小学校、中

学校、義務教育学校、特別支援学校及び高等学校の定時制をいう。 

 給与情報 職員の給与計算に必要となる情報をいう。 

 

３ 対象となる職員の範囲 

  電子計算による給与管理事務処理の対象となる職員の範囲は、次のとおりとする。 

(1)  知事部局関係 

   知事、副知事、常勤の監査委員、公営企業管理者、下水道事業管理者及び特別職である秘書並びに行政職給料

表（企業職給料表(1)及び下水道企業職給料表を含む。）、研究職給料表、医療職給料表、技能職給料表（企業職

給料表(2)を含む。）、任期付研究員給料表及び特定任期付職員給料表の適用を受ける職員 

(2) 教育局関係 

   教育長並びに行政職給料表、医療職給料表、教育職給料表、事務職給料表、学校栄養職給料表及び技能職給料

表の適用を受ける職員 
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第２章  給与情報の取扱い 

 

１ 総務事務システム管理者の手続 

 総務事務システム管理者は、総務事務システムの登録情報に基づき、次の表に定める給与情報を給与管理システ

ムに入力するものとする。 

 

給与情報（大分類） 給与情報（小分類） 備考 

基本情報 職員基本情報  

職員支出科目情報  

職員氏名情報  

職員住所情報  

職員口座情報  

給料 

職員手当等 

扶養手当情報  

住居手当情報  

給料の調整額情報  

管理職手当情報  

通勤手当情報  

通勤手当・返納額情報  

児童手当情報  

定時制通信教育手当情報  

産業教育手当情報  

義務教育等教員特別手当情報  

単身赴任手当情報  

地域手当情報  

月額特殊勤務手当情報  

特地勤務手当情報  

特地勤務手当に準ずる手当情報  

へき地手当情報  

へき地手当に準ずる手当情報  

児童手当（支出科目）情報  

農林業普及指導手当情報  

初任給調整手当情報  

給料 

職員手当等（実績） 

時間外・休日・夜間勤務手当情報  

日額特殊勤務手当情報  

宿日直手当情報  

給与減額時間数情報  

管理職員特別勤務手当情報  

職員病休半減情報  

日割計算情報  

時間外勤務代休取得情報  

所得税（例月） 所得税申告区分情報  

所得税控除情報  

所得税（年末調整） 年末調整申告情報  

扶養控除情報  

前歴情報  

期末勤勉手当 期末勤勉手当情報  

前職歴情報  

互助会 互助会掛金情報  
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２ 小中学校県費事務システム管理者の手続 

 小中学校県費事務システム管理者は、小中学校県費事務システムの登録情報又は業務主管課長が別に定める給与

報告書に基づき、次の表に定める給与情報を給与管理システムに入力するものとする。 

 

給与情報（大分類） 給与情報（小分類） 備考 

基本情報 職員基本情報  

職員支出科目情報  

職員氏名情報  

職員住所情報  

職員口座情報  

給料 

職員手当等 

扶養手当情報  

住居手当情報  

給料の調整額情報  

管理職手当情報  

通勤手当情報  

通勤手当・返納額情報  

児童手当情報  

定時制通信教育手当情報  

産業教育手当情報  

義務教育等教員特別手当情報  

単身赴任手当情報  

地域手当情報  

月額特殊勤務手当情報  

特地勤務手当情報  

特地勤務手当に準ずる手当情報  

へき地手当情報  

へき地手当に準ずる手当情報  

児童手当（支出科目）情報  

農林業普及指導手当情報  

給料 

職員手当等（実績） 

時間外・休日・夜間勤務手当情報  

日額特殊勤務手当情報  

宿日直手当情報  

給与減額時間数情報  

管理職員特別勤務手当情報  

職員病休半減情報  

日割計算情報  

時間外勤務代休取得情報  

所得税（例月） 所得税申告区分情報  

所得税控除情報  

所得税（年末調整） 年末調整申告情報  

扶養控除情報  

前歴情報  

社会保険情報 社会保険資格情報  

雇用保険料情報  

介護保険非控除履歴情報  

社会保険標準報酬情報  
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３ 人事管理者の手続 

  人事管理者は、給与に係る事項の発令等について、次の表に定める給与情報を給与管理システムに入力するも

のとする。 

 

給与情報（大分類） 給与情報（小分類） 備考 

人事情報 職員発令情報  
職員所属所情報  
給料情報  
期末勤勉手当情報  
職員職名情報  
職員職種情報  
職員学歴情報  

 

４ 共済組合主管課長の手続 

  共済組合主管課長は、職員の給与から差し引く控除金について、次の表に定める給与情報を給与管理システム

に入力するものとする。 

  

給与情報（大分類） 給与情報（小分類） 備考 

共済・互助会 共済標準報酬情報  
産前産後休暇  
育児休業等終了時改定申出  
共済掛金事業主支払・共済みなし継続情報  
団体生命保険料情報  
グループ保険料情報  
損害保険料情報  
貸付金返済情報（例月・期末勤勉）  
貸付金返済情報（退職）  
財形控除情報  

 

５ 給与管理者の手続 

 給与管理者は、次の表に定める給与情報を給与管理システムに入力するものとする。 

 

給与情報（大分類） 給与情報（小分類） 備考 

人事 職員所属所情報 派遣先情報 
職員発令情報 処分に係る発令情報 
給料情報 格付誤りに係る給料情報 
職員発令事前情報  

住民税 住民税課税情報  

遡及・追給戻入 遡及支給額不要情報  
追給戻入額情報  

所得税 年末調整累計額情報  

差押 差押情報  
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６ 所属長の手続 

(1) 知事部局関係、教育局関係（市町村立学校を除く。）の所属長 

 所属長は、所属の職員について、次の表に定める給与情報を給与管理システムに入力するものとする。 

 

給与情報（大分類） 給与情報（小分類） 備考 

社会保険情報 社会保険資格情報  
雇用保険料情報  
介護保険非控除履歴情報  
社会保険標準報酬情報  

 

(2) 市町村立学校の所属長 

ア 市町村立学校の所属長は、所属の職員について、次の表に定める給与情報を小中学校県費事務システムに入

力するものとする。 

 

給与情報（大分類） 給与情報（小分類） 備考 

基本情報 職員基本情報  
職員氏名情報  
職員住所情報  
職員口座情報  

給料 

職員手当等 

扶養手当情報  
住居手当情報  
給料の調整額情報  
管理職手当情報  
通勤手当情報  
通勤手当・返納額情報  
児童手当情報  
定時制通信教育手当情報  
義務教育等教員特別手当情報  
月額特殊勤務手当情報  

給料 

職員手当等（実績） 

時間外・休日・夜間勤務手当情報  
日額特殊勤務手当情報  
給与減額時間数情報  
日割計算情報  

所得税（例月） 所得税申告区分情報  
所得税控除情報  

所得税（年末調整） 年末調整申告情報  
扶養控除情報  
前歴情報  

期末勤勉手当 期末勤勉手当情報  
前職歴情報  
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イ 市町村立学校の所属長は、所属の職員について、次の表に定める給与情報のうち、小中学校県費事務システム

の入力対象外のものは、業務主管課長が別に定める給与報告書を作成し、小中学校県費事務システム管理者に提

出するものとする。 

 

給与情報（大分類） 給与情報（小分類） 備考 

給料 
職員手当等 

単身赴任手当情報  
地域手当情報  
日額特殊勤務手当情報 非常災害（激甚） 
給与減額時間数情報 修学部分休業に係る給料の減額 
管理職員特別勤務手当情報  
職員病休半減情報  
時間外勤務代休取得情報  

 

７ 職員の手続 

(1) 口座振替の申出 

   総務事務システム対象職員が、口座振替による給与等の支給を全額希望する場合は、総務事務システムの「給

与等口座振替」に登録するものとする。ただし、総務事務システム対象外職員については、給与管理者が別に定

める方法により行うものとする。 

 

(2) 給与支給明細書等の電子交付の承諾 

   職員は、給与支給明細書、期末・勤勉手当支給明細書及び年末（再）調整表兼所得税過納額還付金明細書（以

下「給与支給明細書等」という。）の電磁的方法による交付について承諾する場合は、業務主管課長が別に定め

る方法により行うものとする。 
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第３章  給与計算及び支給の手続 

 

１ 電子計算処理計画の作成 

 システム管理者は、電子計算による給与管理事務処理の関係者と協議して、電子計算処理計画を作成するもの

とする。 

 

２ 給与の電子計算処理 

業務主管課は、給与管理システムに登録された情報に基づき、給与計算処理を行うものとする。 

 

３ 給与管理者の手続 

(1) 給与の支給手続 

  給与管理者は、給与の電子計算処理に基づき、給与の支給について必要な手続を行うものとする。 

 

 (2) 控除金の納付、納入又は払込み 

   次に掲げる給与に係る控除金は、給与管理者が納付、納入又は払込みを行うものとする。 

ア 知事部局関係 

(ｱ) 所得税 

(ｲ) 住民税 

(ｳ) 地方職員共済組合に係る掛金 

(ｴ) 職員互助会に係る掛金 

(ｵ) 地方職員共済組合に係る貸付返済金 

(ｶ) 職員互助会の取扱いに係る貸付返済金 

(ｷ) 職員互助会の取扱いに係る団体生命保険料（グループ保険を含む。） 

(ｸ) 職員互助会の取扱いに係る損害保険料 

(ｹ) 財形貯蓄に係る積立金 

(ｺ) 社会保険料等 

(ｻ) その他 

イ 教育局関係 

(ｱ) 所得税 

(ｲ) 住民税 

(ｳ) 公立学校共済組合に係る掛金 

(ｴ) 教職員互助会に係る掛金 

(ｵ) 公立学校共済組合に係る貸付返済金 

(ｶ) 教職員互助会の取扱いに係る貸付返済金 

(ｷ) 教職員互助会の取扱いに係る団体生命保険料（グループ保険を含む。） 

(ｸ) 教職員互助会の取扱いに係る損害保険料 

(ｹ) 財形貯蓄に係る積立金 

(ｺ) 社会保険料等 

  (ｻ) その他 

 

(3) 源泉徴収義務者及び特別徴収義務者の事務 

   職員の給与に係る所得税法及び地方税法に規定する源泉徴収義務者及び特別徴収義務者の事務は、給与管理者

が行うものとする。 
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４ 給与の資金前渡担当者等の手続 

(1) 資金前渡担当者の指定 

ア 知事部局関係 

出納総務課、企業局総務課、下水道局下水道管理課及び給与管理事務を行う地域機関の各所属所に、それぞれ 

    資金前渡担当者を置くものとする。 

給与、所得税の還付金及び児童手当に係る資金前渡担当者は、次に掲げる者とする。 

(ｱ) 出納総務課、企業局総務課及び下水道局下水道管理課にあっては給与管理事務を担当する主査の職にある

  者又はこれに相当する職にある者 

(ｲ) 地域機関の総務担当課長の職にある者又はこれに相当する職にある者 

(ｳ) その他給与管理者が指定する者 

  資金前渡担当者は、給与資金等を受領するため、電子計算による人事情報管理・給与関係コード表（以下 

      「コード表」という。）に定める給与支払店に普通預金口座を設定し、その番号等を「給与資金にかかる資金

      前渡担当者口座番号報告書」により給与管理者に報告するものとする。 

イ 教育局関係 

   教育総務部教職員課及び本局（教育事務所を除く。）以外の各所属所に、それぞれ資金前渡担当者を置くもの

とし、当該所属長がその職を指定するものとする。 

なお、所属長が前記の指定を行ったときは、その都度、給与管理者に対して届出を行うものとする。指定され 

た資金前渡担当者は、給与、所得税の還付金及び児童手当を受領するため、コード表に定める給与支払店に普通

預金口座を設定し、その番号等を「給与資金にかかる資金前渡担当者口座番号報告書」により給与管理者に報告

するものとする。 

(2) 資金前渡担当者の現金受領と職員への交付 

ア 資金前渡担当者は、給与管理システムから出力された諸帳票について、これらの内容を確認し、コード表に定

める給与支払店（以下「給与支払店」という。）から現金を受領するものとする。 

イ 資金前渡担当者は、前記アにより受領した現金を明細書電子交付対象職員にあっては電子明細書を確認させ、 

その他の職員にあっては給与支給明細書を添えて、直接職員に交付するものとする。 

ウ 資金前渡担当者は、給与の支払を完了したときは、次の手続を行うものとする。 

(ｱ) 精算による残金がない場合は、所属別給与支払簿（給与特例計算報告書にあっては、その控え）に所属長 

の確認を受けること。 

(ｲ) 精算による残金がある場合は、埼玉県財務規則に基づく所定の手続を行うこと。 

 

５ 給与事務処理の特例 

(1) 所属長、総務事務システム管理者は、電子計算により処理することができない場合は、その都度、給与特例計

算報告書を作成し、関係書類を添えて給与管理者に提出するものとする。 

(2) 給与管理者は、前記(1)により報告書の送付を受けたときは、速やかに、その内容を審査し、支給若しくは戻入

又は追徴若しくは還付の手続を行うものとする。 
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第４章  予算及び統計業務 

 

１ 予算及び統計の電子計算処理 

(1) 財政主管課長及び統計業務主管課長は、次の表に定める予算及び統計等に係る処理を行うものとする。 

 

給与費所要額計算 
総務部人事課 

企画財政部財政課 

給与実態調査等（人事課等） 

総務部人事課 

教育総務部教職員課 

警務部警務課 

給与実態調査等（人事委員会等） 人事委員会事務局総務給与課 

国庫補助対象職員給与支払実績計算 農林部農業支援課 

教育関係給与費予算決算 教育総務部財務課 

退職手当支給 教育総務部教職員課 

 

 (2) 統計及び予算等情報の出力手続 

財政主管課長及び統計業務主管課長は、予算及び統計の計算処理に必要な手続を行うものとする。 

 

 

第５章  雑    則 

 

１ 特別な場合の事務処理 

  この要綱で定めるもののほか、給与支給事務について特に必要がある場合は、給与管理者がシステム管理者及

び関係者と協議して、その都度取扱いを定めるものとする。 

 

２ 給与支払店の指定又は変更 

(1) 資金前渡担当者が属する所属の所属長は、給与支払店を指定又は変更する必要がある場合は、給与管理者にそ 

の旨を依頼するものとする。 

(2) 給与管理者は、上記(1)の所属長からの依頼に基づき、給与支払店を指定又は変更するものとする。 

(3) 給与管理者は、所属所の新設又は所在地の変更、指定金融機関の店舗の新設又は廃止及びその他の理由により 

その所属所の給与支払店を指定又は変更したときは、その旨を支払店に通知するものとする。 

 

３ 給与の諸証明 

給与の諸証明の事務は、所属長が給与管理関係の書類等に基づいて行うものとする。 

 

４ 給与支給明細書等の電子交付 

  明細書電子交付対象職員の給与支給明細書等については、総務事務システムによる電磁的方法により交付（電

子交付）し、職員が閲覧できる状態になった時点で交付したものとみなす。 

  ただし、明細書電子交付対象職員から請求があった場合は、現金の受領がある職員にあっては資金前渡担当者

が、その他の職員にあっては所属長が給与支給明細書等を交付するものとする。 

 

５ 電磁的方法による扶養控除等（異動）申告等について 

  総務事務システム対象職員の扶養控除等（異動）申告、保険料控除申告及び配偶者特別控除申告は、総務事務シ

ステムに申告内容を登録することにより行い、同システムに登録があった時点で給与支払者に申告が提出された

ものとする。 
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６ 改正等の協議 

  この要綱を改正する場合又はこの要綱の実施について必要な細則を定める場合は、業務主管課がシステム管理

者及び関係者に協議するものとする。 

 

 

 附   則 

  １ この要綱は、平成７年２月１日から施行する。 

  ２ 電子計算による給与管理事務処理要綱（昭和５１年４月１日施行）は、平成７年１月３１日限り廃止する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成８年２月２日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

    ただし、第２章１（１）ア（ア）の規定のうち児童手当については、平成１９年１０月の給与報告より適用する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。 
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 附   則 

  この要綱は、平成２１年１月１日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成２２年２月２３日から施行する。 

 

 附   則 

  この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   

 附   則 

  この要綱は、平成２３年２月２３日から施行する。 

   

 附   則 

  この要綱は、平成２４年２月１日から施行する。 

 

附   則 

  この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附   則 

  この要綱は、平成２４年７月１日から施行する。 

 

附   則 

  この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附   則 

  この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附   則 

  この要綱は、令和２年８月３１日から施行する。 

 

附   則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


